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書 評
ハインツ・ケェラー著，保坂直逹・矢野恵二訳
『厚生と計画—資本主義対社会主義一』
大 野
?
輝
1 本書は， Heinz Kohler, Welfare and Planning: an Analysis of Capitalism 
versus Socialism, John Wiley & Sons, Inc. 1966, pp. xv+175の邦訳である。この本
はきわめて特徴のある経済体制論の書物であって，いちおう教科書として書かれてはいる
が，専門家にとっても十分に読みごたえのある内容をふくんでいる。
本書の主題は厚生経済学，投入産出分析，線形計画など現代経済学の分祈用具を駆使し
て，資本主義と社会主義とを対比する場合の中心的な問題点を明快に提示することにあ
る。その主な特徴としては，次の2つの点があげられる。まず第1に，現実の社会経済的
諸制度についての叙述ー一これはすぐに陳腐化してしまう一ーよりも，むしろ比較経済体
制論にかんする基本的な理論上の諸概念の解説に重点がおかれている。著者によれば，こ
の点は「従来の傾向からの歓迎すべき転向」である。第2は，比較経済体制論へ厚生経済
学の分析方法を導入していることである。
2 論評をくわえるのに先立って，各章別に概略を述べておこう。第1章は序論であっ
て，以下の諸章における議論の基礎をなす諸概念の説明にあてられているc すなわち，ぁ
らゆる経済体制にとってもっとも基本的な経済問題として周知の稀少性の問題をあげ，生
産的資産の所有関係を基準にして資本主義と社会主義とを区別し，そして資源の完全利
用，資源の効率的利用，産出量の公平な分配，および産出量の十分な成長の 4つを両体制
，，こ共通した主要な経済的目標とみなしている。これらの目標は，本書の厚生経済学的分析
にとって「成果基準」 (performancecriteria) としての役割を果すものである。それら
はまた，厚生分析において所与のものとみなされる一つの価値体系をあらわすものでもあ
る。
第2章においては，資源の完全利用と資源の効率的利用との 2つの目標についていっそ
う立ち入った説明がなされている。前者については，それは決して明確な概念ではない，
という点が強調されている。これに対して後者は，一般的に容認された意味をもつとの見
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地から，いわゆる「バレート最適」を中心にして詳細に解説されている。すなわち，パレ
ート最適が成立するための 7つの条件が数字例によってわかりやすく説明されているので
ある。
第3章においては，残りの2つの目標，すなわち産出量の公平な分配と，それの十分な
成長とがとりあげられている。前者については，適正な所得分配を一義的に決定すること
はできないという立場がとられており，また平等と刺激誘因との対立関係も重視されてい
る。後者についても， 「潜在的な将来の至福がどれだけ今日の犠牲に値するかという問題
には，なんら客観的な解答は存在しない」という理由で，最適な成長率は一義的には確定
されえないとみなされている。かくて，著者の考え方によれば， 4つの経済的目標ないし
成果基準のうち客観的でかつ明確な意味をもつものは資源の効率的利用だけにすぎない，
という＇ことになる。とはいえ，理想的経済体制の価値体系を明確に規定することは，そも
そも不可能なことであろう。
第4章と第5章とは資本主義体制にかんする議論にあてられている。第4章において
は，著者は，完全競争的資本主義のシステムを解説し，この仮想的モデルにおいて4つの
経済的目標がどの程度に達成されるかを検討している。その結論は次のとおりである。ま
ず資源の完全利用にかんしては，失業が生じた場合にそれがいつでもすみやかに解消され
るという保証はなんら存在しない。これに対して，資源の効率的利用については，パレー
ト最適のための前述した7つの条件はすべてみたされるということが論証されている。産
出物の公平な分配についてはどうかといえば，完全競争下の所得分配が公平かどうかは，
結局のところ，それを問題にする人々の価値銀に依存せざるをえない。前述したように，
この目標には明確な基準があたえられていないから，それについて客観的な解答を求める
のはもともと不可能なことなのである。産出量の十分な成長という目標についてもまった
く同様のことがいえる。じっさい，著者は， 産出量の時間的成長が十分であるか否かは個
々の観察者の判断にゆだねられるほかはない，と論じているのである。
第5章では，こんどは現実の資本主義の成果について前章と同様の検討がくわえられて
いる。そして，当然のことではあるが，完全競争の場合とは異なった結論が導かれてい
る。すなわち，大規模な失業をふくむ均衡が十分に成立しうるし，経済的非効率性が広範
に存在しており，所得分配は著しく不平等であり，そして，すくなくとも「自動的」な
—政策が介入しないー一成長にかんするかぎり，産出量の成長も不十分な場合が少なく
ない。ただし，分配と成長とについては，客銀性のある評価がなされているわけではな
い。そうした評価が不可能なことは前述したとおりである。このほか，たとえ完全競争の
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状態にあったとしても，市場機構が十分に機能しえない領域として収穫逓増，集合的消
費，および外部経済の 3つをあげ，この欠点を社会主線のひとつの論拠とみなしている。
第6章から第8章にかけては，社会主義経済の 3つの基本的なモデルが提示されてい
る。第6章でとりあげられているのはいわゆる「競争的社会主義」であって，ここではラ
ンゲ流の「競争による解決」がわかりやすく説明されている。そして，この方式によれば
4つの経済的目標はすべて達成されうるというランゲの主張を紹介するとともに，この種
の青写真を主として実際的な見地から批判している。その主な論点としては， (1)経済生活
の中央集権化，官僚主義化が生じる， (2)個人の自由が拘束される， (3)効率性と進歩とが阻
害される可能性がある，などの諸点があげられる。
第7, 8章においては，ランゲ流の「自由制」型システムに対比される中央集権型計画
経済モデルがとりあげられている。まず第7章では，コンシステントな計画を作成するた
めに投入産出分析を利用するモデルが提示され，そして，それの実行可能性と問題点とが
検討されている。後者にかんしてとくに重視されている点は，＇経済的効率性が阻害される
ということである。レオンティエフ・モデルにあっては技術係数の不変性が仮定されてい
る，というのがその理由である。なお，技術係数を変化させる要因としては，諸投入物間の
代替性，新産業の成長，技術的知識の変化の3つがあげられてし、る。第8章では，投入産
出分析にとってかわる計画化のもうひとつの用具として線型計画がとりあげられている。
この方法によれば，技術係数を固定することなく計画の内部的コンシステンシーを達成す
ることが可能であるから，経済的効率性は投入産出分析を利用する場合に比べて改善され
ることになる。著者は，この点を数字例を用いて具体的に説明したうえで， 「資料の収集
と計算という実施上の問題にわずらわされずにすむのであれば，われわれは，完全雇用，
効率，生産物の望ましい分配・成長を，与えられた制約の中で，同時に達成することを望
みうるであろう。」と述べている。
以上の各章においては経済体制の種々なモデルを提示することに重点がおかれている
が，第9~11章では，著者は，ソ連経済に力点をおいて，現実の経済を概観している。現
実の経済体制の実例としてとくにソビエト経済が選ばれた理由は， 「たいていの読者は，
個人的経験またはこれまでの経済学の研究から，資本主義経済のおおまかな特質には精通
している。」 という点に求められている。この部分における著者の主なねらいは，．現実の
どの経済も，本書に提示されている種々なモデルの，あるいはそれらのうちのいくつかを
組み合わせたものの不完全な模写にすぎないということを例示することにある。そのかぎ
りにおいて，ソ連経済のみを取りあげるだけでことたりるわけである。
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第9章においては，著者は，最初にソビエト経済の目標・戦略，計画化機構，および価
格・貨幣の役割を説明し，そのあとで4つの経済的目標にかんする実際の成果を評価して
いる。そうして， 「効率性は達せられていない。価格は非合理的なものであって，それに
基づいてなされる意志決定は，価格にまったく無関係になされる意志決定と同様に恣意的
であろう。労働所得だけが存在するにすぎないが，所得分配は極端に不平等であって，重
工業の経営者や科学者には，たとえば集団農場の農民に比べて全く不釣合に高い報酬をあ
たえている。しかし，完全濯用とめざましい経済成長はとげてきている。」 という結論を
下している。なお，ソ連経済の今後の動向については，改革の余地はあるけれども，成長
は今後とも継続するものと推測されている。
第10章のテーマは，ソビエト経済のあり方にかんする近時ーースターリンの死以後＿
の論争，改革案を検討することである。著者は，まず最初にソビエト経済の主な弱点とし
て計画方法の陳腐性，刺激誘因ーーとりわけ技術革新にだいする一ーの欠如，経済的非効
率性の3つをあげ，それらに対処するための次の2つの改革案について論じている。第1
は計画化の数学的処理，すなわち計画化に経済学的・数学的方法と電子計算機とを利用す
ることであり，第2は経済的諸機能および意志決定を分権化することである。なお，この
章においては，プルガリ7,チェコスロバキア，ハンガリー．ポーランドなどソ連以外の
社会主義諸国で行なわれつつある「実験」にも言及している。そして，社会主義諸国の将
来については，それらは徐々に改革に向かうものと推測されるが，第6章のランゲ型シス
テムになるか，それとも第7, 8章のコンビューター化された中央集権型計画経済になる
かはまだわからない，と述べている。
最後の第11章においては， 「極めて重要な問題」として，次の2つの問題がとりあげら
れている。第1は，資本主義経済と社会主義経済との相対的重要性ないし勢力関係が今後
どのように変化するか，ということであり，第2は，経済的厚生を達成するための諸手段
が人間の自由と尊厳とにたいしてどのような影響をおよぽすか，ということである。・前者
については，種々な経済（および政治）体制がしだいに類似したものになるという「収束
理論」 (convergence theory)が十分な説得力を有するという点が強調されているc ま
た後者については，著者は，経済学者としてではなく 1個人として，「筆者は，もちろん，
人間の個性を高く評価する社会に住むほうを選びたい。そのように個人を重んじること
は，全体主義国家では著しく欠けているのである。…………どれほど不完全であっても，
市場機構を修正することは社会主義に優るばかりでなく，またきわめて必要でもあると筆
者には思われる。」 という見解を表明している。
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3 比較経済体制論にはさまざまの異なったタイプがありうるが，本書は，前述したよ
うに，厚生経済学的アプローチとして特徴づけられる。比較経済体制論としては非常にユ
ニークな書物であるが，その斬新な接近法には問題がないわけではない。以下では，この
点を中心にして，若干の論評をくわえてみたいと思う。
厚生経済学はまだ未完成の状態にあり，かつまた経済学の一部門にすぎないから，それ
によって理想的経済体制のあるべき姿を正確に描くことは不可能である。じつさいこの書
物においても，すでに見たように資源の効率的利用以外の諸目標については満足すぺき基
準はなんらあたえられていない。経済的諸目標の内容を明確に規定することは，接近法の
いかんにかかわらず困難なことであるが， しかし，すくなくとも十分な成長という目標に
ついては，近時のいわゆる最適成長理論の成果を利用することによって，本書におけるよ
りもいっそう厳密な議論を展開する余地があるのではなかろうか。
著者は主要な経済的目標として前記の4つの目標をとりあげているが，経済体制の成果
を評価するための重要な基準としては，そのほかにも経済的自由，個人的安全保障，経済
的主権，権力の分布などがあげられる。たとえば，著者によってとくに重視されている経
済的効率性よりも，むしろ経済的自由あるいは個人的安全保障のほうがいっそう高く評価
されるというようなケースも十分にありうるのである。もっとも，自由の問題については
第11章において論じているが， しかし，そこで問題にされているのは経済的自由をその一
部としてふくむ広義の自由であって，経済的成果の判定基準としては不適切である。とは
いえ，数量的に測定可能なものだけを取り扱うという本書の厚生経済学的アプローチから
すれば，経済的自由や個人的安全保障が除外されているのはむしろ当然のことであろう。
上述したように本書においては経済的効率性にかんする議論がきわめて大きなウェイト
を占めているのであるが，この成果基準にかんして主として問題にされているのは静態的
効率性であって，動態的効率性については立ち入った分析はほとんど行なわれていない。
静態的効率性は，われわれが経済に期待する種々な要求の一つにすぎず， しかも，経済的
厚生の増大にとっては，むしろ動態的効率性のほうが重要であるかもしれない。ソピエト
経済の実際の成果にかんする著者自身の評価からも明らかなように，静態的効率性がきわ
めて低いからといって，産出量の成長が不十分になるとはかぎらないのである。とはいっ
ても，産出量の成長が静態的効率性にある程度依存していることはいうまでもない。ま
た，本書における効率性にかんする分析の中心をなしている「パレート最適」は，特定の
所得分配を前提したうえでの相対的最適にすぎないのであって，出発点の所得分配が異な
るのにつれて多くの異なったパレート最適が存在しうるのである。ともあれ，本書におい
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ては，静態的効率性にかんする議論がいくぶん過大なウェイトを占めているように思われ
る。
第5章の現実の資本主義にかんする議論において，著者は， 「社会主義者の主張」とい
う見出しのもとで，収穫逓増，集合的消費，および外部経済の領域における市場機構一般
の欠陥を問題にし，それを社会主義の論拠たらしめている。が，しかしその種の欠陥は，
資本主義の擁護者によっても一般的に認められているところであり，またいわゆる「混合
経済」の有力な論拠でもあるe のみならず，それは社会主義の擁護者たちの中心的な論点
をなすものではないのであって，彼らが非難するのはむしろ経済的不平等，労働者階級の
貧困，生産過程からの労働者の疎外といった資本主義の社会悪である。その意味におい
て，本書におけるこの部分の取扱い方は必ずしも適切ではないといえよう。
著者は，第10章の社会主義の将来にかんする議論において，ランゲ型と，コンピューク
ー化された中央集権型との2つのタイプの社会主義だけをとりあげているが，将来の社会
主義体制をそれら 2づのタイプに限定することは妥当ではない。というのは，両者の中間
に位置する部分的に市場化された経済と，社会主義のわく内で広範な市場化が行なわれて
いるユーゴスラビア型の社会主義的市場経済とが考慮の外におかれることになるからであ
る。なお，後者は，競争的社会主義の理論とは無関係に，ソ連型の指令経済を経験した反
動として発達してきたものであって，むろんランゲ型システムとは異なっている。実際そ
こでは，中央計画当局による統一的な価格決定は行なわれていないのである。その意味で
は，むしろ，価格決定を自由市場にまかせるラーナー・モデルー一これはランゲの論文の
数年後に提示されたものである一ーに近いといえよう。
第11章において，著者は，社会主義よりも市場機構の修正のほうを選ぷ理由として，社
会主義はことによると独裁をともなうかもしれない，という点をあげているが， しかし，
そうした独裁の可能性はむろん資本主義にも内在するのであって，その一例としてわれわ
れはドイツのナチ経済をあげることができる。独裁の可能性にかんするかぎり，それの有
無と，生産的資産の所有関係を基準にして区別される両経済体制とのあいだに一義的な対
応関係が成立しないことは明白である。
比較経済体制論の主要な意義は，われわれが諸体制を評価するためのひとつの参考資料
を提供するという点に求められるであろう。もしそうだとすれば，本書においては，さき
に指摘した静態的効率性にかんする議論の場合と同様に，投入産出分析や線型計画の解説
にも比較経済体制論としては過大なスペースがさかれているように思われる。周知のとお
り，それらの分析用具それ自体はニュートラルな性格を有するものであるから，われわれ
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の評価的態度の形成に役立ちはしない。それゆえ，そのスペースの一部を経済的自由，個
人的安全保障，経済的主権などの成果基準とか，資本主義的市場経済における計画化と
か，あるいはソ連経済に対比すべき資本主義の実例＿これらはいずれも本書においては
積極的にはとり扱われていない＿にかんする議論にあてたならば，著者はわれわれによ
り多くの参考資料を提供することができたであろう。その意味において，本書におけるス
ペースの配分は比較経済体制論としては最適ではない，といえよう。なお，本書は現代経
済学の応用研究ー一経済体制論への—としてのメリットをも有するのであるが，この点
に着目するならば，スペース利用の効率性は決して低くはないのであって，むしろ，非常
に有益な応用研究であるといえる。
（株式会社トッパン，昭和44年2月刊， A5判， xii+200ペー ジ， 560円）
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